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4　 受注者のための価格交渉ノウハウ

適正取引のための先手必勝5か条
受注者が不利な条件下で取引をせざるを得なくなる原因として、契約前の取り決めが

確定しておらず、内容が曖昧なまま契約をしていることが主に考えられます。見積りや契
約時には、次の5か条を意識しましょう。

1.	価格に影響する外部環境について普段から共有しておく
原材料価格やエネルギーコスト等の動向は常に注視し、取引先と日ごろから情報交換
を行いましょう。

2.	取引条件は、先に提案する
下請法に則った正当な条件を見積書・仕様書に明記しましょう。

3.	決まっていること　決まっていないことは都度明文化して相互確認
議事録の作成・共有が難しい場合、“間違いがあるとご迷惑をかけるので確認させてく
ださい”と発注者に伝え、FAXやメールで確認しましょう。

4.	お金の話は、見積時点でうやむやにしない
仕様追加、変更等で価格に影響すると予想されるものは、可能な限り事前に具体的な
金額を決めましょう。仕様が確定せず金額を決める事ができない場合は、後日改め
て決定することなどを見積書に記載し、双方で価格設定に関する認識をあらかじめ
統一しましょう。

5.	後から問題になりそうなことはあらかじめ決めておく
量産終了後の型や補給品についても採算を考慮し、受注数に応じた価格設定を行うよ
うあらかじめ取り決めましょう。また、型の維持費の負担方法（部品価格上乗せ or 別
費用請求）は明確にしましょう。

コラム 3
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4　 受注者のための価格交渉ノウハウ

取引条件の改善に向けて発注者と取り決めたルールを着実に実行するためには、書面に取り
決めを残すことが重要となります。

４－Ⅱで解説した取引条件改善に向けたノウハウのうち、書面に記載すべきルールは大きく
６つにまとめることができます。すなわち、①製品単価の算出ルール、②追加費用の負担ルール、
③型の保管・廃棄ルール、④補給品の支給・単価算出ルール、⑤運送経費の算出ルール、⑥図面・ノ
ウハウの開示ルールです。

上記の各種ルールのうち、貴社に関連するルールを発注者と取り決めた際には、その「日時」「場
所」「担当者（自社・取引先双方）」「方法（対面・電話など）」を書面（議事録など）に記載しておくこ
とが、取引条件の改善に向けて、また、万が一発注者の落ち度でトラブルが発生した際に役立ち
ます。

記録を作成する際には、正確な事実を記載することが重要です。議事録などを記録として残す
際には、可能な限り記憶が鮮明な交渉当日に作成するようにしましょう。

取り決めたルールや交渉経緯を書面に残しましょうⅢ

No. 書面化するルール 書面化すべきポイント 書面の種類（例）

1 製品単価の
算出ルール

・原材料価格が上昇した際の製品単価への反映ルー
ルを記載する。 議事録・見積書・契約書

・一時的な単価引下げに対応する際に、その後元の
取引価格に戻す際のルール・基準を記載する。 議事録・見積書・契約書

・見積価格の前提となる発注数量を明確にし、発注
数量が一定の水準以上変動した場合は、単価を再
設定する旨を記載する。

議事録・見積書

2 追加費用の
負担ルール

・発注者の都合による設計・仕様・納期等の変更が生
じた場合、材料費、人件費等の追加費用を発注者
が負担する旨を記載する。

議事録・見積書・契約書

3 型の保管・
廃棄ルール

・量産終了から一定期間経過後、型を廃棄する等の
ルールを定め、そのルールをもとに受注者から型
の廃棄申請書を提出する旨を記載する。また、所
有権の帰属、保管費用の考え方、保管義務が生じ
る期間等も記載する。

議事録・契約書

4 補給品の支給条件・
単価算出ルール

・量産終了後、速やかにその旨を発注者から通知さ
せ、補給品価格をあらためて設定する。また、補給
品支給期間・打ち切り対象条件を記載する。

議事録・契約書

5 運送経費の
算出ルール

・製品の運送経費について、発着地・納入頻度（回数）
等を明確に提示した上で、発注者が負担する輸送
料率を記載する。

議事録・見積書・契約書

6 図面・ノウハウの
開示ルール

・受注者による図面・ノウハウの提供について、提
供費や第三者への開示可否やその条件を記載する。 議事録・契約書
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4　 受注者のための価格交渉ノウハウ

また、電子メールなどを活用して記録を残すことも有効です。取引先に対して“間違いがある
とご迷惑をかけるので確認させてください”と伝え、あらためて記録内容を電子メールなどで確
認することも、相互認識の共有という点で有用と考えられます。

なお、書面の種類（例）として挙げた「契約書」の雛形・条文例の参考として、以下のWEBサイ
トもご確認ください。

一般社団法人　日本鋳造協会	
http://www.foundry.jp/contract.html

公益財団法人　全国中小企業取引振興協会	
http://www.zenkyo.or.jp/law/order/keiyaku.htm
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取引上の悩みについて相談するⅡ

価格交渉について相談するⅠ

「下請かけこみ寺」では、 ①全国の中小企業から寄せられた企業間取引に関する様々な相談等
に対して相談員が無料で親身になって対応するとともに、必要に応じて弁護士の無料相談も行っ
ています。また、 ②紛争の早期解決に向けて裁判外紛争解決手続（ADR）を無料で実施しています。

実施体制は、公益財団法人全国中小企業取引振興協会が「下請かけこみ寺本部」として、全ての
事業の管理・運営を行い、47の各都道府県下請企業振興協会が地域の拠点として、中小企業のみ
なさま方との接点となる役目を果たしています。

中小企業庁の事業である「下請かけこみ寺」では価格交渉サポート相談室を設置し、取引先と
の価格交渉を行う際のノウハウについて相談企業に出向いて、個別相談指導を実施しています。
無料（３回まで）ですので、気軽にご相談ください。（平成27年度補正予算事業）

本部：（公財）全国中小企業取引振興協会	203-5541-6655
（公財）北海道中小企業総合支援センター	2011-232-2408
（公財）21あおもり産業総合支援センター 	2017-775-3234
（公財）いわて産業振興センター 	 2019-631-3822
（公財）みやぎ産業振興機構 	 2022-225-6637
（公財）あきた企業活性化センター 	 2018-860-5623
（公財）山形県企業振興公社 	 2023-647-0662
（公財）福島県産業振興センター 	 2024-525-4077
（公財）茨城県中小企業振興公社 	 2029-224-5317
（公財）栃木県産業振興センター 	 2028-670-2604
（公財）群馬県産業支援機構 	 2027-255-6504
（公財）埼玉県産業振興公社 	 2048-647-4086
（公財）千葉県産業振興センター 	 2043-299-2654
（公財）東京都中小企業振興公社 	 203-3251-9390
（公財）神奈川産業振興センター 	 2045-633-5200
（公財）にいがた産業創造機構 	 2025-246-0056
（公財）長野県中小企業振興センター 	 2026-227-5013
（公財）やまなし産業支援機構 	 2055-243-8037
（公財）静岡県産業振興財団 	 2054-273-4433
（公財）あいち産業振興機構 	 2052-715-3069
（公財）岐阜県産業経済振興センター 	 2058-277-1092
（公財）三重県産業支援センター 	 2059-228-3171
（公財）富山県新世紀産業機構 	 2076-444-5622
（公財）石川県産業創出支援機構 	 2076-267-1219

（公財）ふくい産業支援センター 	 20776-67-7426
（公財）滋賀県産業支援プラザ 	 2077-511-1413
（公財）京都産業21 	 2075-315-8590
（公財）大阪産業振興機構 	 206-6748-1144
（公財）ひょうご産業活性化センター 	 2078-230-8081
（公財）奈良県地域産業振興センター 	 20742-36-8312
（公財）わかやま産業振興財団 	 2073-432-3412
（公財）鳥取県産業振興機構 	 20857-52-6703
（公財）しまね産業振興財団 	 20852-60-5114
（公財）岡山県産業振興財団 	 2086-286-9670
（公財）ひろしま産業振興機構 	 2082-240-7704
（公財）やまぐち産業振興財団 	 2083-922-9926
（公財）とくしま産業振興機構 	 2088-654-0101
（公財）かがわ産業支援財団 	 2087-868-9904
（公財）えひめ産業振興財団 	 2089-960-1102
（公財）高知県産業振興センター 	 2088-845-6600
（公財）福岡県中小企業振興センター 	 2092-622-5432
（公財）佐賀県地域産業支援センター 	 20952-34-4416
（公財）長崎県産業振興財団 	 2095-820-8836
（公財）くまもと産業支援財団 	 2096-289-2437
（公財）大分県産業創造機構 	 2097-534-5019
（公財）宮崎県産業振興機構 	 20985-74-3850
（公財）かごしま産業支援センター 	 2099-239-0260
（公財）沖縄県産業振興公社 	 2098-859-6237

下請かけこみ寺 相談用フリーダイヤル （通話料無料）

0120-418-618

価格交渉サポート相談室 フリーダイヤル （通話料無料）

0120-735-888

5 困った！ そんな時の相談先
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5　 困った！ そんな時の相談先

関連法規・その他下請中小企業政策全般について尋ねるⅢ
下請取引の公正化や下請事業者の利益保護に関する法律について確認したい場合、および、下

請中小企業政策全般について聞きたい場合は、中小企業庁事業環境部取引課、もしくは、各地の
経済産業局までお問合せください。

この他、一部の企業では、取引先からの法令違反や企業倫理違反、またはそれらの疑いのある
行為などを発見した場合に相談・通報を受ける窓口を設置しています。取引先から、前述のよう
な行為があった場合には、そのような窓口に相談することも有効な手段ですので確認してみて
ください。

中小企業庁	 事業環境部 取引課 	 203-3501-1669 (直通)
北海道経済産業局	 産業部 中小企業課 	 2011-709-1783 (直通)
東北経済産業局	 産業部 中小企業課 	 2022-221-4922 (直通)
関東経済産業局	 産業部 中小企業課 	 2048-600-0325 (直通)
中部経済産業局	 産業部 中小企業課 	 2052-589-0170 (直通)
近畿経済産業局	 産業部 中小企業課 	 206-6966-6037 (直通)
中国経済産業局	 産業部 中小企業課 	 2082-224-5661 (直通)
四国経済産業局	 産業部 中小企業課 	 2087-811-8529 (直通)
九州経済産業局	 産業部 中小企業課 	 2092-482-5450 (直通)
沖縄総合事務局	 経済産業部 中小企業課 	 2098-866-1755 (直通)

【事例②：プリント基板の組立加工受託を行うＢ社】
Ｂ社では、長年の取引先から加工賃の引下げ要求があり、応じないと取引を中止すると

言われた。相談を受けた「下請かけこみ寺」では、取引当事者の資本金の区分と取引の内容
で下請法が適用されることを確認した上で、下請法では、下請事業者と十分な協議をする
ことなく、一方的に、通常の対価相当と認められる下請事業者の見積価格を大幅に下回る
単価で下請代金の額を定めることを禁止している旨を伝え、それを踏まえ、取引先と話し
合うことを提案。結果、一定の改善が図られた。

【事例①：配送業務を行うＡ事業者】
Ａ事業者では、運送会社からの配送委託について、受注金額をあらかじめ決めて業務を

実施したが、運ぶべき荷物が減少したため金額の減額を受けた。相談を受けた「下請かけこ
み寺」では、資本金の区分と取引の内容で下請法が適用されることを確認した上で、下請法
で禁止されている「下請代金の減額」のおそれがあることを踏まえ、運送会社と話し合うこ
とを助言。結果、運送会社は減じた代金を払ってくれた。

「下請かけこみ寺」では、企業間取引に関連する相談として、例えば以下のような相談事例で成
果を挙げています。企業間取引の悩みがあれば、ぜひ「下請かけこみ寺」にご相談ください。

（2016年6月）


